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国立大学法人筑波技術大学大学院技術科学研究科論文審査に関する細則 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は，国立大学法人筑波技術大学学位規程（平成２２年規程第２号。以下

「学位規程」という。）第５条の規定に基づき，修士課程における学位論文審査を行う

ために必要な事項を定めるものとする。 

 

（学位論文の提出） 

第２条 学位規程第４条に規定する学位論文（学則第６７条第２項に規定する特定の課題   

についての研究の成果を含む。）における使用言語は，日本語または英語とし，在学期

間中に研究科長に提出するものとする。なお、提出時期等は，研究科長の定めるところ

による。 

２ 提出された学位論文等は，返還しない。 

 

（学位論文の受理及び審査の付託） 

第３条 研究科長は，前条第１項の規定により学位論文を受理したときは，大学院運営委

員会（以下「運営委員会」という。）にその審査を付託するものとする。 

 

（審査委員会） 

第４条 前条の規定により学位論文の審査が付託されたときは，運営委員会は，当該研究

科の教授のうちから３名の審査委員を選出し，当該学位論文の審査を行わせるものとす

る。 

ただし，必要があるときは，当該研究科の教授以外の教員を審査委員として選出する

ことができる。 

 

２ 運営委員会は，学位論文の審査に当たって必要と認めるときは，前項の審査委員のう

ち，他の大学の大学院又は研究所等（外国の大学院又は研究所等を含む。）の教員等を

審査委員として選出することができる。 

 

（審査委員会の任務） 

第５条 審査委員会は，当該論文審査等の専門的な検討を行い，判定案を作成するものと

する。 

 

（審査委員会の主査及び副査） 

第６条 論文審査は，主査１名及び副査２名の計３名により行う。 

２ 主査は，各専攻において次に掲げる研究指導の専任教員で，当該論文審査等を行うに

ふさわしい研究業績を有する者とし，運営委員会が認定した者とする。 
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（１）産業技術学専攻及び保健科学専攻にあっては，学位申請学生の所属するコースの教 

  員 

（２）情報アクセシビリティ専攻にあっては，専攻の教員 

この場合，学位申請学生の指導教員（副指導を含む。）は主査になれない。 

３ 副査は，当該論文審査等を行うにふさわしい研究業績を有する研究指導の専任教員又

はそれに相当すると運営委員会が認定した者とする。 

この場合，学位申請学生の指導教員（副指導を含む。）1 名を副査に選出することは

妨げない。 

 

（審査委員会の主査の任務） 

第７条 主査は，当該審査委員会を招集し，その議長となる。 

２ 主査は，論文審査等の判定案を作成したときは，速やかに運営委員会に論文審査等報

告書を提出するものとする。 

 

（審査委員会の主査及び副査の任期） 

第８条 主査及び副査の任期は，当該審査委員会において論文審査等の合格又は不合格が

判定された日までとする。 

 

（学位論文の審査基準） 

第９条 学位論文の審査基準は，専攻ごとに研究科長が別に定める。 

２ 特定の課題についての研究の成果に係る審査基準は，課題の特性を考慮した上で，前

項に準じるものとする。 

 

（学位論文の審査及び最終試験） 

第１０条 第３条の規定により受理した学位論文については，審査及び最終試験を行う。 

２ 最終試験は，学位論文を中心としてこれに関連する事項について口頭又は筆記により

行う。 

３ 学位規程第４条に規定する学位授与に係る修士論文審査等の期間は，３月以内とす

る。 

 

（論文審査の判定案の報告） 

第１１条 前条の規定により学位論文の審査及び最終試験を終了したときは，審査委員

は，論文審査の要旨に最終試験の成績を添え，運営委員会に文書で報告しなければなら

ない。 

 

（学位論文審査と最終試験の合否の議決） 

第１２条 運営委員会は，前条の報告に基づいて審議し，学位論文の審査と最終試験の合

否について議決する。 

２ 前項の議決をするには，出席委員の３分の２以上の賛成を必要とする。 

 

（研究科長の報告） 

第１３条 運営委員会が前条の議決をしたときは，研究科長は，その結果を速やかに文書

で学長に報告しなければならない。 



 

附 則 

この細則は，平成２３年６月２９日から施行し，平成２３年４月１日から適用する。 

附 則 

この細則は，平成２７年６月２４日から施行し，平成２７年４月１日から適用する。 

附 則 

この細則は，令和元年７月２４日から施行する。 

附 則 

この細則は，令和２年４月１日から施行する。 

 


